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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社に対する投資の重要性が乏しいため記載しておりま
せん。 

４．潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載して
おりません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第27期 
第１四半期 
累計(会計)期間 

第28期 
第１四半期 
累計(会計)期間 

第27期 

会計期間 

自平成21年 
６月１日 
至平成21年 
８月31日 

自平成22年 
６月１日 
至平成22年 
８月31日 

自平成21年 
６月１日 
至平成22年 
５月31日 

売上高（百万円）  13,660  13,427  46,784

経常利益（百万円）  990  1,942  5,338

四半期（当期）純利益（百万円）  566  1,094  3,135

持分法を適用した場合の投資利益 
（百万円） 

 -  -  -

資本金（百万円）  1,429  1,429  1,429

発行済株式総数（株）  240,400  240,400  240,400

純資産額（百万円）  13,839  17,565  16,962

総資産額（百万円）  22,723  33,371  28,834

１株当たり純資産額（円）  60,115.74  73,067.61     70,558.79

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円） 

 2,460.78  4,554.67  13,438.79

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 -  -  -

１株当たり配当額（円）  -  -  2,700.00

自己資本比率（％）  60.9  52.6  58.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 6,227  △4,516  941

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △5  △54  △332

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △4,479  5,231      △2,599

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

 6,392  3,320  2,659

従業員数（人）  316  312  309
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当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。  

  
  
  

  

当第１四半期会計期間において、子会社２社（ティーアラウンド株式会社、株式会社ソリド・ワン）を設立いた
しましたが、重要性が乏しいため、その詳細については記載を省略しております。 
  

  
  

  

提出会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員数であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への派遣社員が含まれておりま
す。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成22年８月31日現在

従業員数（人） 312      
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(1）生産実績 
 当第１四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注実績 
 当社は見込生産を行なっているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第１四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ２. 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著しく増加する傾向があります。このため、各四半期会計

期間の業績に季節的変動があります。 

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

セグメントの名称  
  

当第１四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

  
  前年同四半期比 
  （％）  

件数（棟） 金額（百万円）   

１.戸建分譲                  

（1）建売分譲    484  15,101  166.6

（2）請負工事    4  46  △13.7

 ２.マンション分譲  －  －  －

合計  488  15,148  164.9

セグメントの名称  
  

当第１四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

  
  前年同四半期比 
  （％） 

件数 金額（百万円）   

  
１.戸建分譲 

                 

  
（1）建売分譲 

 427  12,878  △2.5

  
（2）宅地分譲 

 26  489  24.4

  
（3）請負工事 

 2  19  △23.9

  
２.マンション分譲 

 －  －  －

  
３.その他 

                 

（1）賃貸  －  0  △52.4

（2）その他  －  38  36.6

合計  455  13,427  △1.7

8915/2011年-4-



不動産分譲事業（建売分譲・宅地分譲）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、建売分譲及び宅地分譲の棟数及び区画数を表示しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
  
  

当第１四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し
た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  
  

  

当第１四半期会計期間において、新たな経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

地域 件数 金額（百万円） 前年同四半期比(%)  

東京都  110  3,882  △33.3

埼玉県  123  3,469  3.5

神奈川県  73  2,321  23.8

千葉県  122  3,082  114.4

愛知県   23  557  △29.3

宮城県   2  55  △83.3

合計  453  13,368  △1.7

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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（１）業績の状況  
当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとする新興国への輸出の増加や政府の景気刺激策
の効果等もあり、企業業績の改善が見られるものの、雇用環境や所得情勢等は依然として低迷しており、円高進
行や株安等の不安要因によって、引き続き先行き不透明な状況で推移いたしました。 
不動産業界におきましては、政府による経済対策の効果もあり、新設住宅着工戸数に回復の兆しが窺える等住
宅需要が底堅く推移いたしましたが、同業他社との競争は依然として厳しい状況にあります。 
このような状況下、当社は、「より良いものを、より安く、より早く」の信念のもと、徹底した原価管理と品
質向上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。 
業績につきましては、売上高は前年同期を若干下回ったものの、引き続き採算性重視の営業戦略を推進したこ
とにより利益率が改善いたしました。なお、戸建分譲事業における販売戸数は、455棟と前年同期比21棟の増加
となりました。 
この結果、当第１四半期会計期間の売上高は、13,427百万円(前年同期比1.7%減)となりました。営業利益は
1,963百万円(同96.6%増)、経常利益は1,942百万円(同96.2%増)、四半期純利益は1,094百万円(同93.3%増)となり
ました。 
   

  
（２）キャッシュ・フローの状況  

当第１四半期会計期間末における「現金及び現金同等物」(以下、「資金」という。)は、主に財務活動での獲
得により前事業年度末から660百万円増加して3,320百万円となりました。 
当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については、次のとおりであり
ます。 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当第１四半期会計期間における営業活動の結果、使用した資金は4,516百万円(前年同期は6,227百万円の獲得)
となりました。 
これは、税引前四半期純利益1,880百万円を計上したものの、たな卸資産の増加3,700百万円、仕入債務の減少
243百万円及び法人税等の支払2,333百万円があったことが主因であります。 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当第１四半期会計期間における投資活動の結果、使用した資金は54百万円(前年同期は5百万円の使用)であり
ます。 
これは、短期貸付けによる支出41百万円及び関係会社株式の取得による支出10百万円が主因であります。 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当第１四半期会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は5,231百万円(前年同期は4,479百万円の使用)
であります。 
これは、たな卸資産の増加等に対応した短期借入金残高の純増加5,933百万円が主因であります。 

  
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 
当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（４）研究開発活動 
特記すべき事項はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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(1）主要な設備の状況 
当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 
  

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり
ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画もありません。 

  

第３【設備の状況】 

8915/2011年-7-



①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。   
  

該当事項はありません。  

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ
ん。   

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  432,000

計  432,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年10月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  240,400  240,400
東京証券取引所 
（市場第一部） 

当社は単元株制度は採
用しておりません。 

計  240,400  240,400 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年6月1日～ 
平成22年8月31日 

－  240,400     －  1,429     －  1,493

（６）【大株主の状況】 
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた
め、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年5月31日)に基づく株主名簿による記載をし
ております。  

①【発行済株式】 
                                 平成22年8月31日現在 

(注) 完全議決権株式(その他)の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2株含まれており
ます。 
また、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。  

②【自己株式等】 
該当事項はありません。 
  
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。   

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

（７）【議決権の状況】 

 区分  株式数(株)  議決権の数(個)  内容 

 無議決権株式  －  －  － 

 議決権制限株式(自己株式等)  －  －  － 

 議決権制限株式(その他)  －  －  － 

 完全議決権株式(自己株式等)            －  －  － 

 完全議決権株式(その他)  普通株式       240,400     240,400  － 

 単元未満株式  －  －  － 

 発行済株式総数                 240,400  －  － 

 総株主の議決権  －      240,400  － 

２【株価の推移】 

月別 平成22年 
6月 7月 8月 

最高（円）  79,500  80,600  72,800

最低（円）  67,200  70,400  50,700

３【役員の状況】 

8915/2011年-9-



１．四半期財務諸表の作成方法について 
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前第１四半期会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年６月１日から平成21年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 
  

２．監査証明について 
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年６月１日から平成

21年８月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22

年６月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 
  

３．四半期連結財務諸表について 
「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集
団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの
として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準         ％ 
売上高基準        ％ 
利益基準       ％   
利益剰余金基準    ％  

  

第５【経理の状況】 

0.2
0.1
△1.1
△0.1
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年８月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 3,338 2,674 
販売用不動産 ※1  3,944 ※1  3,310 

仕掛販売用不動産 ※1  17,750 ※1  15,064 

未成工事支出金 2,459 2,079 
前渡金 297 168 
前払費用 ※3  30 ※3  22 

繰延税金資産 263 263 
その他 ※3  150 74 
流動資産合計 28,235 23,657 

固定資産   
有形固定資産   
建物 2,069 2,057 
減価償却累計額 △386 △359 

建物（純額） ※1  1,683 ※1  1,698 

工具、器具及び備品 159 159 
減価償却累計額 △113 △110 

工具、器具及び備品（純額） 45 48 
土地 ※1  2,248 ※1  2,248 

有形固定資産合計 3,977 3,995 
無形固定資産   
ソフトウエア 210 225 
電話加入権 2 2 
無形固定資産合計 213 227 

投資その他の資産   
投資有価証券 459 477 
関係会社株式 10 － 
出資金 4 4 
関係会社出資金 102 102 
長期前払費用 3 4 
繰延税金資産 212 212 
その他 152 153 
投資その他の資産合計 944 954 

固定資産合計 5,135 5,177 

資産合計 33,371 28,834 

8915/2011年-11-



（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年８月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

負債の部   
流動負債   
営業未払金 3,088 3,332 
短期借入金 ※1,※2,※3  9,198 ※1,※2,※3  3,265 

1年内返済予定の長期借入金 ※1  590 ※1  630 

未払金 93 96 
未払費用 ※3  175 ※3  146 

未払法人税等 802 2,377 
前受金 246 255 
預り金 115 55 
賞与引当金 97 183 
役員賞与引当金 － 30 
その他 8 3 
流動負債合計 14,417 10,375 

固定負債   
長期借入金 ※1  597 ※1  730 

退職給付引当金 217 212 
役員退職慰労引当金 237 221 
保証工事引当金 297 306 
その他 38 25 
固定負債合計 1,387 1,497 

負債合計 15,805 11,872 
純資産の部   
株主資本   
資本金 1,429 1,429 
資本剰余金 1,937 1,937 
利益剰余金 14,180 13,614 
株主資本合計 17,547 16,981 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 18 △18 

評価・換算差額等合計 18 △18 

純資産合計 17,565 16,962 

負債純資産合計 33,371 28,834 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 ※3  13,660 ※3  13,427 

売上原価 11,697 10,357 
売上総利益 1,963 3,070 
販売費及び一般管理費 ※1  964 ※1  1,106 

営業利益 998 1,963 
営業外収益   
受取利息 0 1 
受取配当金 2 2 
雑収入 3 8 
営業外収益合計 6 12 

営業外費用   
支払利息 15 33 
営業外費用合計 15 33 

経常利益 990 1,942 

特別損失   
投資有価証券評価損 － 54 
固定資産除却損 3 0 
店舗閉鎖損失 3 － 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6 
特別損失合計 6 61 

税引前四半期純利益 983 1,880 
法人税等 ※2  416 ※2  785 

四半期純利益 566 1,094 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益 983 1,880 
減価償却費 44 39 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6 
賞与引当金の増減額（△は減少） 82 △86 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 10 5 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △30 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 15 
保証工事引当金の増減額（△は減少） △6 △9 
受取利息及び受取配当金 △3 △3 
支払利息 15 33 
投資有価証券評価損益（△は益） － 54 
有形固定資産除却損 3 0 
たな卸資産の増減額（△は増加） 6,659 △3,700 
前渡金の増減額（△は増加） △110 △129 
その他の資産の増減額（△は増加） 62 △33 
仕入債務の増減額（△は減少） △1,418 △243 
前受金の増減額（△は減少） △41 △8 
その他の負債の増減額（△は減少） △43 63 

小計 6,243 △2,145 

利息及び配当金の受取額 2 2 
利息の支払額 △15 △40 
法人税等の支払額 △3 △2,333 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,227 △4,516 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △4 △3 
短期貸付けによる支出 － △41 
出資金の払込による支出 － △0 
出資金の回収による収入 － 0 
有形固定資産の取得による支出 － △0 
無形固定資産の取得による支出 △1 － 
関係会社株式の取得による支出 － △10 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5 △54 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △4,246 5,933 
長期借入金の返済による支出 △221 △172 
ファイナンス・リース債務の返済による支出 ※2  △11 △0 
配当金の支払額 － △528 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,479 5,231 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,742 660 
現金及び現金同等物の期首残高 4,649 2,659 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  6,392 ※1  3,320 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

１．会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 
当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会
計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して
おります。 
なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影
響は僅少であります。  

【簡便な会計処理】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

１．法人税等並びに繰延税金資産及び繰
延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境
等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に
は、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニング
を利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化
があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に
は、前事業年度末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニン
グに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっておりま
す。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期
間按分して算定する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

１．税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純
利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期
純利益(累計期間)に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま
す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第１四半期会計期間末 
（平成22年８月31日） 

前事業年度末 
（平成22年５月31日） 

※1 担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

(1) 担保権が設定されている資産 

※1 担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

(1) 担保権が設定されている資産 

  

販売用不動産 百万円813
仕掛販売用不動産 百万円6,434
建物 百万円1,159
土地 百万円1,354

計 百万円9,763
  

販売用不動産 百万円379
仕掛販売用不動産 百万円3,399
建物 百万円1,175
土地 百万円1,354

計 百万円6,309

(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 百万円6,608
１年内返済予定の 
長期借入金  

百万円290

長期借入金 百万円477

計 百万円7,376

短期借入金 百万円3,265
１年内返済予定の 
長期借入金 

百万円290

長期借入金 百万円550

計 百万円4,105

上記以外に土地 百万円及び建物 百万円につ
いては、銀行取引に係る根抵当権(極度 百万
円)が設定されております。 

893 474
4,000

上記以外に土地 百万円及び建物 百万円につ
いては、銀行取引に係る根抵当権(極度 百万
円)が設定されております。 

893 478
4,000

    

※2 当社では、土地仕入資金の効率的な調達として、取
引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当第１四半期会計期間末の借
入未実行残高は次のとおりであります。 

※2 当社では、土地仕入資金の効率的な調達として、取
引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 百万円18,200
借入実行残高 百万円6,112

差引額 百万円12,087
  

当座貸越極度額 百万円16,000
借入実行残高 百万円1,654

差引額 百万円14,345

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

前払費用 百万円1
貸付金(その他の流動資産) 百万円41
未払費用 百万円0

短期借入金 百万円1,499

前払費用 百万円0
未払費用 百万円0

短期借入金 百万円1,006
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当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日）及び当第１四半期累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22
年８月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
普通株式      240,400株 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

該当事項はありません。 

  
３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（四半期損益計算書関係） 

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、
次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、
次のとおりであります。 

  

販売手数料 百万円351

給与手当 百万円200
  

販売手数料 百万円372

給与手当 百万円266

※2 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま
す。 

  
※3 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著しく
増加する傾向があります。このため、各四半期会計期間
の業績に季節的変動があります。 

※2             同左 

  
  
※3           同左 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年8月31日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年8月31日現在) 

  
  
※２ 重要な非資金取引の内容 
当第１四半期会計期間に新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産の額は 百万円、債務の
額は 百万円であります。 

現金及び預金勘定 百万円6,392

現金及び現金同等物 百万円6,392

239
239

  
※２  

－ 

現金及び預金勘定 百万円3,338

預入期間が３ヶ月を超える定期積金 百万円△18

現金及び現金同等物 百万円3,320

（株主資本等関係） 
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４．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後
となるもの 
該当事項はありません。  

当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日） 
現金及び預金並びに短期借入金は、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注）金融商品の時価の算定方法 
（1）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。 

（2）短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
 

当第１四半期会計期間末(平成22年8月31日)  
該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間末(平成22年8月31日)  
該当事項はありません。 

  

前第１四半期会計期間（自 平成21年6月1日 至 平成21年8月31日） 
該当事項はありません。 

  
当第１四半期会計期間（自 平成22年6月1日 至 平成22年8月31日） 
該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22年８月31日） 
 該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日） 
該当事項はありません。  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円）  

１株当たり 
配当額 
（円）  

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年８月24日
定時株主総会  

普通株式   528   2,200
平成22年５月31

日 
平成22年８月25

日 
利益剰余金 

（金融商品関係） 

科目 
四半期貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

（1）現金及び預金   3,338   3,338   －

（2）短期借入金   9,198   9,198   －

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（資産除去債務関係） 
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１．報告セグメントの概要  
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当社は主に戸建分譲事業、その他に不動産賃貸事業等を展開しております。戸建分譲事業の占める売上

高の割合は99％超と大部分を占めるため、「戸建分譲事業」のみを報告セグメントとしております。 
「戸建分譲事業」は、建売分譲、土地分譲及び請負工事を行っております。  

  
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22年８月31日）     （単位：百万円） 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等の
事業活動を含んでおります。 

２.セグメント利益は、営業利益を記載しております。 
  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  
 該当事項はありません。 
  
（追加情報） 
当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
20号 平成20年３月21日）を適用しております。  

当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日） 
該当事項はありません。  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  
  

報告セグメント   
その他 

 （注）１ 

  
合計 

  

  
調整額 

  

  
四半期損益計算書
計上額 
  

戸建分譲事業 

  

売上高 
外部顧客への売上高 

  

  13,387

  

  39

  

  13,427

  
  －

  

  13,427

計   13,387   39   13,427   －   13,427

セグメント利益   1,924   39   1,963   －   1,963

（賃貸等不動産関係） 
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１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ
ん。  
2.1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当社は平成22年９月６日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同
法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議いたしまし
た。 
（１）自己株式取得に関する取締役会の決議内容 
 ① 自己株式の取得を行う理由 

資本効率の向上と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、自己株式の取得を
行うものであります。 

 ② 取得する株式の種類 
当社普通株式 

 ③ 取得する株式の総数 
10,000株(上限) （発行済株式総数に対する割合 4.16%） 

 ④ 取得価額の総額 
600百万円（上限） 

 ⑤ 取得期間 
平成22年９月７日から平成23年3月31日まで 

 ⑥ 取得方法 
東京証券取引所における市場買付 

以上

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 
  

（１株当たり情報） 

当第１四半期会計期間末 
（平成22年８月31日） 

前事業年度末 
（平成22年５月31日） 

 
１株当たり純資産額 73,067.61円

 
１株当たり純資産額 70,558.79円

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 2,460.78円 １株当たり四半期純利益金額 4,554.67円

  
前第１四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年８月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年８月31日） 

四半期純利益（百万円）  566  1,094
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  566  1,094
期中平均株式数（千株）  230  240

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年10月13日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの第27期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年６月１日から平

成21年８月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成21年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年10月13日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成22年６月１日から平成23年５月31日までの第28期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年６月１日から平

成22年８月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成22年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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